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10月27日（日）の総選挙には、
家族や職場の仲間に

声かけ合って
投票所に行って

選挙権を行使しよう!!

中小企業支援
を国の責任ですす

め、最低賃金の全国一
律1500円を今すぐ実現
しよう。

憲法を守らなく

ちゃ ね。
平和を守らなくちゃ
ね。

労
働
組
合
は
政
治
的
で
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
の
か
。

労
働
組
合
は
政
治
的
な
発
言
を
控
え
る
べ
き
と
い
う
意
見
や

考
え
が
あ
り
ま
す
。
職
場
で
政
治
の
話
を
す
る
の
は
よ
く
な
い

と
い
う
考
え
が
広
ま
っ
て
い
て
、
総
選
挙
が
あ
る
の
に
誰
も
選

挙
の
話
を
し
な
い
と
い
う
職
場
も
少
な
か
ら
ず
あ
り
ま
す
。

し
か
し
、
労
働
組
合
が
活
動
の
出
発
点
に
し
て
い
る
労
働
者

の
要
求
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
政
治
が
変
わ
ら
な
い
と
要
求

は
実
現
し
ま
せ
ん
。
最
低
賃
金
を
全
国
一
律
1500
円
に
す
る
た
め

に
は
、
国
が
政
策
と
し
て
大
企
業
の
内
部
留
保
に
課
税
を
し
て
、

中
小
企
業
支
援
策
を
進
め
な
け
れ
ば
1500
円
は
実
現
し
ま
せ
ん
。

税
金
を
安
く
し
て
、
大
学
の
授
業
料
を
半
減
に
し
た
り
、
給
食

の
無
償
化
を
実
現
し
、
医
療
費
や
介
護
保
険
料
を
安
く
す
る
た

め
に
は
大
幅
な
軍
拡
予
算
か
ら
国
民
生
活
擁
護
の
予
算
に
切
り

替
え
て
い
く
必
要
が
あ
り
い
ま
す
。

総
選
挙
で
、
私
た
ち
の
要
求
の
実
現
と
同
じ
公
約
を
掲
げ
て

い
る
政
党
や
政
治
家
を
当
選
さ
せ
な
け
れ
ば
私
た
ち
の
要
求
は

い
つ
ま
で
た
っ
て
も
実
現
し
ま
せ
ん
。
要
求
を
実
現
す
る
た
め

に
も
職
場
で
政
治
の
話
を
し
て
、
選
挙
に
必
ず
行
き
ま
し
ょ
う
。

総選挙争点1
第1の争点は、自民党の腐敗政治を一掃して、政治に

信頼を取り戻すことです。

「裏金問題」という自民党の組織ぐるみによる犯罪的

な行為や、数々の政治スキャンダル、統一協会との長年

の癒着などの問題を自民党の総裁選で真相究明を求めた

候補者はいませんでした。

新しく総理大臣になっ

た石破首相もこれらの問

題に蓋をして総選挙に臨

もうとしています。

自民党政治を終わらせる

総選挙にするためには、

私たち一人ひとりが怒り

を持って、投票権を行使

し、自民党政治にノーの

声を上げていく必要があ

ります。

総選挙争点3
第3の争点は、戦争の準備

をやめて、憲法9条を生かした

平和外交の力によって平和を

目指すかどうかです。

石破首相は岸田政権の「安

保3文書」に基づく大軍拡路線

を継承し、敵基地攻撃能力の

保有や軍事費の増額を具体化

して、軍備拡張を進めようと

しています。しかし、軍備拡

張は増税や社会保障の削減、

国債の増大につながり、国民負担との矛盾はますます

拡大します。

石破首相は、総選挙を意識し、自身の考えである

「アジア版NATO」の設立や核共有への言葉を控えていま

すが、日米同盟を一層重視し、アジアを対象とした戦

争への準備を強化しようとしています。

総選挙争点2
第2の争点は、この10年以上

のアベノミクスや新自由路線

により破壊されてきた暮らし

や雇用をどのように守るかで

す。

異常な物価高や、改悪され

続ける医療や社会保障などに

よる負担の増大、教育費の増

加などが労働者・国民の生活

を苦しめている一方で、大企

業は史上最大の利益を更新し続け、500兆円を超える内

部留保をため込んでいます。

財界・大企業、富裕層本位の政治から、憲法を基本

とした国民本位の政治へと転換させることが総選挙の

争点になっています。大企業の内部留保に課税して、

中小企業支援を国の責任で進め、最低賃金を全国一律15
00円を早急に実現すべきです。


